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長砂 賓
4. 「スターリン・ブレジネフ型社会主義」
からの脱却の歩み
「スターリン・ブレジネフ型社会主義」からの脱却，その克服の試みは，
今日まで三つの段階を経ているように思われる。第一段階は1985年までであ
り，「スターリン・ブレジネフ型社会主義」の枠内での部分的改革とその挫
折あるいは圧殺に終ったことを特徴としている。第二段階は1985年から1988
年までの時期であり，ソ連でのペレストロイカの開始・展開による「スクー
リン・ブレジネフ型社会主義」の抜本的見直しと総合的改革が進み，その過
程が「上からの改革」であったことを特徴としている。第三段階は1989年以
降の時期であり，ソ連でのペレストロイカの難航が顕著になり，「東欧革命」
が急速かつ全面的に進行し，「下から改革」の性格が強まり，「スターリン・
ブレジネフ型社会主義」の現実的崩壊が始まり， 「体制としての社会主義」
が自己刷新によって「新しい型」のそれとして再生するか，それとも再資本
主義化によって消滅するか，が問われるようになったことを特徴としてい
る。各段階について，少しくわしくみてみよう。
第一段階における部分的改革の試みは，経済改革，政治改革，および社会
主義国間の国際関係の改革の三つの分野にみられる。
経済改革の先頭を切ったのはユーゴスラビアであった。 1950年の労働者自
主管理法の制定に始まる労働者自主管理制度は， 1974年憲法および1976年連
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合労働法に集大成され， 「完成」されたかにみえた。経済生活の脱国家化が
進み，独特な「社会的所有」概念のもとで「連合労働基礎組織的」所有とで
も呼ぶべき集団的所有の体制がつくりだされ，市場メカニズムが重視され
た。しかし， この「自主管理型社会主義」も， 「スターリン・プレジネフ型
社会主義」に有効にとって替るものとはならなかった。 80年代に入るとその
機能不全が顕著になり，経済危機が深化する。ユーゴスラビア以外の国で経
済改革が本格化するのは1965年からである。ソ連のコスイギン経済改革の原
型は多くの社会主義国に「輸出」された。チェコスロバキアとハンガリー
が，しかし，ソ連型経済改革とニュアンスを異にする経済改革を志向した。
ソ連型とチェコ・ハンガリー型とのもっとも主要な違いは，前者が中央集権
的管理の枠を堅持し，市場メカニズムを事実上導入しようとしなかったのに
たいして，後者が分権的管理をすすめ，市場メカニズムを積極的に導入しよ
うとした点にある。チェコスロバキアの経済改革は「プラーハの春」ととも
に挫折してソ連型に引き戻されたが，ハンガリー型経済改革は存続した。ハ
ンガリー型経済改革は当初は「計画と市場」の立場であったが，紆余曲折を
経て，しだいに「市場社会主義」に傾斜する。中国はソ連・東欧諸国の経済
改革を「資本主義復活」路線として当初は批判したが， 「文革」終了後は態
度を変え， 1978年から請負生産責任制の導入に始まる人民公社解体につづい
て， 1984年からは工業の分野でも本格的な「経済体制改革」に着手する。「改
革と開放」の路線である。その内容はソ連型経済改革よりはるかにラディカ
ルであり，ハンガリー型経済改革に近いものであった。しかし，どの型の経
済改革も，どの国の経済改革も，結局は成功しなかった。 1960年代初頭から
顕著になった社会主義経済の機能不全は克服されず， 70年代の後半には経済
成長率がめだって低下し始める。ソ連型経済改革を志向した国々では，結局
は古い経済メカニズムが生き延びることになった。そして，社会主義的生産
関係の改革はまだ提起されなかったのである。そのようななかでハンガリー
が，その経済的バフェーマンス自体は良くなかったとはいえ，経済改革を追
求することをやめなかったのが注目される。そのハンガリーで，いっそう経
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済改革をすすめるためには政治改革が必要不可欠であることがしだいに自覚
されてくる。この点は，本質的には他の諸国でも同様であった。全体として
の「スターリン・ブレジネフ型社会主義」そのものが経済改革の障害物とな
っていたのである。
政治改革についても先頭を切ったのはユーゴスラビアである。「30年代ソ
連型社会主義」と対決するなかで，ユーゴスラビア共産党はユーゴスラビア
共産主義者同盟に改称し，党を特権的に国民を支配する政党から国民を指導
する政治勢力に変えようとしたし，共和国・地方の自治と同権が最大限に尊
重されようとした。もっともこれは事実上の一党制を前提とする制約をもっ
ていたし，チトー「個人崇拝」は顕著であった。ソ連における「スターリン
批判」 (1956年）と一定の政治的民主化は， 東欧諸国に波及して「ハンガリ
ー動乱」とポズナニ「暴動」のきっかけをつくったが， 「動乱」のなかでハ
ンガリーで復活・成立した複数政党制の政府はソ連軍の「第二次介入」によ
って打倒された。チェコスロバキアの「プラーハの春」がソ連軍などの侵略
で潰された最大の理由も，当時のチェコスロバキア共産党が一党制を事実上
放棄しようとしたことにあった。 1981年，ソ連の後押しでおこなわれたポー
ランドの軍政・戒厳令も，「連帯」勢力によって危機に陥入ったボーランド統
一労働者党の事実上の一党支配体制を守るためであった。ソ連のフルシチョ
フ失脚 (1964年）にも，彼による「スターリン批判」の継続を阻止しようと
する旧勢力の志向が作用した。中国における「プロレタリア文化革命」やそ
の後の郵小平体制の成立は，およそ政治改革の名に値いするものではない。
要するに，第一段階における政治改革は散発的であり，しかもその試みのほ
とんどが暴力的に潰され， 「スターリン・ブレジネフ型社会主義」の政治制
度は「堅持」されたのである。
社会主義諸国間の国際関係は，ワルシャワ条約機構問題に代表される。こ
の分野でも「異端者」はユーゴスラビアであった。コミンフォルムから除名
された1948年代降，ューゴスラビアは非同盟・中立の外交路線を貫き，ワル
シャワ条約機構には参加しなかった。 1956年にハンガリーのナジ首相が宣言
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したワルシャワ条約からの脱退と中立化は，ソ連軍の「第二次介入」でふっ
とんだ。チェコスロバキアの「プラーハの春」がワルシャワ条約機構5カ国
（ルーマニアは不参加）の軍隊によって圧殺されたことも意味深重である。
ワルシャワ条約機構は， 帝国主義的侵略にたいする共同防衛の軍事同盟で
あるだけでなく，「スターリン・プレジネフ型社会主義」を国際的に維持し
ようとするソ連の大国主義的東欧支配の道具でもあることを暴露したのであ
る。ルーマニアの抵抗もこの軍事同盟の枠内のものであった。かくして，第
一段階において，「スターリン・プレジネフ型社会主義」に特有な大国主義
・覇権主義は微動だにしなかった。
． このように，第一段階における「スクーリン・プレジネフ型社会主義」の
部分的改革は，ユーゴスラビアの一定の自立的発展のほかは，ことごとく失
敗に終ったといえる。
第二段階の「主役」はソ連のペレストロイカである。 1985年3月にソ連共
産党書記長に就いたゴルバチョフは，当初から強い改革志向を示した。しか
し，今日われわれが理解しているような，ソ連社会の抜本的から総合的な建
て直しという意味での「ペレストロイカ」路線が当初からあったわけではな
い。新しい党綱領を決定した1986年の第27回党大会が打ちだしたのは，社会
・経済発展の加速化（ウスカレーニェ）の路線であった。改革の深刻さと困
難は十分には認識されていなかった。発想の転換をうながしたのは同年4月
のチェルノプイリ原発事故であった。グラースノスチと民主化が強調される
ようになる。新しい意味を込めて「ペレストロイカ」という用語が使われる
ようになり，「革命」と同義だとゴルバチョフが言いだす。サハロフ博士が
国内追放処分を解かれる。 1987年に入って，ペレストロイカは本格化する。
6月にソ連共産党中央委員会総会は「経済管理の根本的ペレストロイカに関
する基本的諸命題」を決定し， 最高ソビエトは「国有企業法」を採択し，
「ゴルバチョフ経済改革」が発足する。 1988年には第19回全連邦党協議会が
開催され，政治改革に関する諸決議がなされる。同年末には憲法が改正され
て，新しく人民代議員大会が設置され，連邦最高会議も新しい形態をととの
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (499)57 
えた。選挙法が新しく採択され，翌年春におこなわれる人民代議員選挙を準
備した。この選挙法は複数候補者制，自由な選挙運動，投票の秘密の保障な
ど，従来の非民主的な選挙にくらべて格段の前進を示すものであった。外交
の分野では，ゴルバチョフは「新しい思考」によってアメリカとの協調を求
め， INF条約調印にこぎつけ (1987年）， 1988年に入ると，ューゴスラビ
アとの共同声明で，事実上「制限主権論」の放棄を示唆し，アフガニスクン
から撤兵し，通常兵力50万人の一方的削減も発表する，などの「成果」をあ
げる。
この期間，多くの東欧諸国は， ソ連のペレストロイカの模様眺めであっ
た。 しかし，例外もある。ハンガリーでは労働者党のイニシァチプによる
「上からの改革」が進行した。早くも1985年には複数立候補者制の総選挙が
おこなわれた。「民主フォーラム」が1987年に結成される。 1988年にはカー
ダールが失脚し，それ以後，労働者党の内部事情は，改革派が優勢になり急
激に流動化する。野党諸党が形成され，事実上の複数政党制的状況が出現し
つつあった。翌年1月に採択された複数政党制を認める「結社の権利に関す
る法律」の原案が公表されていた。他方，所有・経営形態の多様性を認め
る「会社法」が1988年10月に国会で制定され，経済改革の大きな前進がみら
れる。このように， 政治と経済の両面で， ハンガリーでは翌年の「体制転
換」が準備されつつあった。ボーランドでもヤルゼルスキーとポーランド統
一労働者党が「上からの改革」をすすめていた。 1987年には経済改革第二段
階案が提起され，政治・経済改革についての国民投票も実施された（メスネ
ル内閣）。 1988年に入ると，「経済活動促進法」などに具体化される「国民経
済強化計画」が推進される（ラコフスキー内閣）。他方， 政治面では， 「連
帯」勢力との円卓会議が，一党制の枠内ではあったが準備されつつあった。
中国では，経済改革にくらべて政治改革には慎重であった郎小平体制のもと
で，学生を中心とする民主化要求が高まり，胡耀邦から趙紫陽への党書記の
交代，楊尚昆国家主席，李鵬首相の登場など，翌年の天安門事件の責任者た
ちが顔を揃える。経済改革のいびつな展開はインフレーションの昂進，社会
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的不公正の拡大などをまねき，それへの不満と重なって，中国人民は政治改
革，民主化を強く求めるようになっていた。ユーゴスラビアでは，この時期
に， 1974年憲法・ 1976年連合労働法体制の見直しが，経済危機の進行ととも
にすすめられ， 1988年には今までの労働者自主管理のいくつかの重要な原則
を放棄する内容の憲法修正がなされる。ユーゴスラビアでは，すでに「体制
転換」が始まりつつあった。
さきに触れたように，第二段階の主要な特徴は「スターリン・プレジネフ
型社会主義」にたいして，「上からの改革」が， しかし，部分的にでなく総
合的におこなわれようとした点にあった。それは，どこの国においても，一
党制の枠内で，政権党＝共産党のイニシャチプでおこなわれようとした。そ
れは，一定の成果をあげることができた。とりわけ，ソ連のペレストロイカ
にたいしては，ソ連が「スターリン・プレジネフ型社会主義」の本家・本元
であるだけに，またゴルバチョフの個性とも重なって，内外から大きな期待
が寄せられた。しかし，ペレストロイカが進行するにつれて，ペレストロイ
カの困難もまた増大することが明らかとなった。ペレストロイカはその方向
はともかく，よりラディカルなものにならざるをえなくなった。それは次の
新しい段階に踏み込まざるをえなくなったのである。これには，つぎのよう
な理由が考えられる。第ーは，「スターリン・プレジネフ型社会主義」の諸
要素・欠陥は長期にわたって社会のすみずみに根着いており，その打破は容
易でない。とりわけその歴史が長いソ連の場合そうである。制度も人間も，
意識的か無意識的かを問わずまだ強く「過去」にとらわれている。第二に，
ペレストロイカにいたる経過が示しているように， 最初から明確なビジョ
ンがあってペレストロイカが始められたのではない。「走りながら考える」
やり方でペレストロイカは構想された。したがって，その構想は大なり小な
り，ずさんにならざるをえなかった。第三に， 経済改革が予想外に難航し
た。経済改革自体，手さぐりで進められ，当初予定された抜本的性格も総合
的性格もきわめて不十分であった。しかも，当面の経済政策的諸課題への取
りくみと，戦略的な経済改革的課題への取りくみとがうまくリンクされなか
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った。経済政策の失敗がもたらした経済危機が経済改革のせいにされる，と
いう混同もあった。第四に，経済改革と政治改革とが，互いに「足をひっぱ
る」形になっている。かつては経済改革の前進には政治改革が必要だといわ
れ政治改革に期待が寄せられた。しかし， 実際に政治改革が始まってみる
と，政治改革の推移・内容いかんによっては経済改革の前進が損われること
さえあることが明らかになっている。また，政治改革と経済改革との相対的
な独自性は明白であり，いずれも独自の論理をもっている。第五に，ペレス
トロイカは人びとの利害に多様に触れざるをえず，それに反対する勢力と推
進する勢力とに社会が大別されるだけでなく，それぞれの内部でまた分化が
生じざるをえない。諸勢力の離合集散は避けられない。そのさい，もっとも
致命的な要因になりかねないのは改革勢力の分裂である。第六に，「上から
の改革」はそれ自身の限界をもたざるをえない。「スターリン・ブレジネフ
型社会主義」のもとで主人公意識をもちえなかった国民大衆が，グラースノ
スチや民主化によって一挙に自覚的な主人公になれるわけではない。国民大
衆からすれば，「スターリン・プレジネフ型社会主義」のもとでの「お偉方」
とペレストロイカを推進しようとしている「お偉方」との間に，本質的な差
異を見出すのは困難である。とりわけ，ノメンクラトゥーラや特権が温存さ
れている場合はそうである。ペレストロイカが人びとの魂を捉えないままで
は，ペレストロイカがもたらす諸困難はすべて「自分たち」のせいではなく
て「お偉方」のせいとみなされる。そして，ペレストロイカが当初の美しい
「約束」を果しえない場合には，国民大衆の不満はペレストロイカの本来の
路線からはずれた別の方向に爆発する可能性がある。そのような形での「上
からの改革」の「下からへの改革」への転化は，ペレストロイカを推進する
ものとなるとは限らず，ペレストロイカを台無しにする方向へ走りかねない
のである。
これらの点を念頭におきながら，第三段階をみてみよう。 1989年から1991
年にかけての主要な動きと特徴を各国別にとりあげる。
第三段階 (1989年以降）では， 東欧諸国でドミノ的に「東欧革命」が進
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み，「スターリン・ブレジネフ型社会主義」の克服が「体制内改革」の枠を
突破して「体制転換」となり，その結果が，前段階とは異なって，逆にソ連
のペレストロイカにはね返ってくる。
この段階の変革の先頭を切ったのはボーランドである。 1989年2月に始ま
った「円卓会議」を通じて「連帯」勢力は劇的に復活し， 6月の国会選挙で
圧勝する。 7月から 9月にかけてヤルゼルスキー大統領，マゾヴィエッキー
首相という組み合わせが生れる。画期的な「連帯」主導の連立政権の誕生で
ある。 10月には，急速な市場経済化を内容とするバルツェロヴィッチ経済改
革案が発表される。 12月の国会は，国名を「ポーランド共和国」に変え，憲
法を改正して統一労働者の指導的役割を否定する。急激に弱体化したポーラ
ンド統一労働者党は， 1990年 1月に解散し，主流派は「ボーランド共和国民
主社会主義党」という新党を結成する。 11月には「連帯」剪力分裂の状況の
もとでワレサが大統領に当選する。要するに， 1981年の戒厳令で潰されたか
にみえた「連帯」勢力の完全な復位であり，統一労働者党支配の終わりであ
る。「下からの革命」であり，「体制転換」である。
ハンガリーでは1989年 1月から 2月にかけて労働者党が複数政党制への移
行と歴史(「1956年」）の見直しを決める。 5月~6月に労働者党改革派が主
導権をにぎり，ニェルシュが党首に，ポジュガイが大統領候補になり，社会
民主主義的傾向が顕著になる。「左派」（グロースベレツ）は別党コースをと
る。 10月に労働者党が「社会主義党」に改名し，国名も単に「共和国」とな
る。 11月の国民投票の結果，大統領を直接選挙によってではなく総選挙後の
国会で決めることになった。ポジュガイは幻の大統領候補で終った。その総
選挙は1990年3月におこなわれ，すでに前年の 3月に正式に発足していた最
大の野党勢力「民主フォーラム」が165議席 (42.8%)を獲得，社会主義党
は33議席にとどまった。精力的に「上からの改革」をすすめた労働者党が，
結局は政権の座から滑り落ちたのである。要するに，「1956年」がやり直さ
れたのである。 1990年にはソ連軍の撤退が決められ，ワルシャワ条約機構か
らの脱退が進められる。
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (503)61 
東ドイツでは， 1989年8月から市民の国外脱出が急増し，民主化要求をか
かげる大規模デモが始まった10月から情勢が急激に展開する。 10月にホーネ
ッカーがすべての役職を解任され，クレンツが後任に選ばれる。 11月9日に
はついに「ベルリンの壁」が崩壊する。モドロフ連立内閣が発足する。 12月
の人民議会は憲法から社会主義統一党の指導的役割の規定を削除する。クレ
ンツが失脚する。「円卓会議」が始まる。社会主義統一党は急速に党勢を弱め
る。ギジが党首となり，「社会主義統一党・民主的社会主義党」に改名する。
1990年3月の人民議会選挙ではキリスト教民主同盟が164議席を獲得，民主
的社会主義党は 65議席 (16.33彩）にとどまる。選挙後，デメジェール政権
によって急速な東西ドイツ統ーが進められ， 10月3日に東ドイツが消滅す
る。要するに社会主義統一党の支配が急速に崩壊し，民主化要求運動がドイ
ツ統一という別の軌道に流し込まれ， 一挙に「体制としての社会主義」・ド
イツ民主共和国が消滅したのである。もっとも明白な「体制転換」を，西ド
イツからの露骨な干渉・買収があったとはいえ，東ドイツ国民の多数が選択
したのである。
チェコスロバキアでは1989年10月~11月にヴァーツラフ広場で民主化要求
の大規模デモ・集会がくりかえされ，「市民フォーラム」が結成される。共
産党の保守派幹部（ヤケシュ書記長ら）が全員辞任する。アダメッツ首相は
「市民フォーラム」との対話をすすめる。連邦議会は，共産党の指導的役割
に関する条項を憲法から削除する。 12月に入って「円卓会議」の合意によ
り，フサーク大統領が辞任し，チャルファ内閣が成立する。共産党は党大会
で「行動綱領」を採択し，アダメッツを党議長に，モホリクを中央委員会第
一書記に選出する。分裂や離党により党員数が急激する。大統領にハヴェル
（「市民フォーラム」代表），連邦会議議長にドプチェク (1968年当時の共産
党第一書記，その後失脚）が選ばれる。 1990年4月には，国名が「チェコと
スロバキア連邦共和国」になる。 6月には44年ぶりの総選挙がおこなわれ，
「市民フォーラム」が170議席 (60彩）を獲得， 共産党は47議席にとどまっ
た。要するに， 1968年の「プラーハの春」のやり直しである。ソ連軍の撤退
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が1960年2月から開始される。急速かつ平和的な「下からの革命」の勝利で
あり，「ビロードの革命」と呼ばれる。
プルガリアでも1989年11月に大規模デモが発生し，ジフコフが辞任，改革
派のムラデノフが跡をつぐ。共産党の改革，野党の形成がすすむ。 1990年 1
月には人民議会で共産党の指導的役割の憲法条項が削除される。共産党第14
回大会で新綱領，新規約が承認される。最高会議評議会議長にリロフ，新首
相にルカノフが選ばれる。 6月には総選挙がおこなわれ，共産党を改名した
「社会主義党」が過半数の議席を獲得する。 9月には社会主義党大会が開か
れ，社会民主主義的傾向が強まる。要するに，「上からの改革」の継続であ
り，社会主義的刷新が「社会民主主義化」の方向ですすんでいる。
ルーマニアの変革は， 唯一の流血「革命」 となった。チャウシェスクは
1989年の夏から秋にかけて，東欧諸国の改革を強く批難し，介入さえ画策し
た。 11月の共産党大会で書記長として 6選される。 12月に入って事態は急変
する。ティミショアラでの血の弾圧に抗議する大規模デモが始まり，国軍が
それを支持，内戦となる。逃亡したチャウシェスク夫妻が逮捕・処刑される
(12月25日）。救国戦線評議会が全権をにぎる。イリエスク（元共産党中央
委員会書記）が議長。共産党はチャウシェスクとともに「消えて」しまう。
1990年5月に大統領選挙がおこなわれイリエスクが85彩の支持で当選，総選
挙でも救国戦線が66~67彩の支持をえる。救国戦線の性格は複雑であるが，
実質的には共産党「改革派」とみなすことができよう。ここでは，プルガリ
アとともに「体制転換」はまだ明確ではない。
ユーゴスラビアでは，連邦の解体とユーゴスラビア共産主義者同盟の分裂
・「消滅」が決定的な段階に入る。多くの共和国で再資本主義化が強まる。
1989年にセルビア共和国指導部によるコソボ自治州の権限縮小の試みに抗
議し， 自らの共和国権限を強化する動きが， スロベニア共和国とクロアチ
ア共和国で強まる。連邦からの分離権が主張される。 12月には， クロアチ
アとセルビアの共産主義者同盟が複数政党制を承認する。 1990年に入ると，
1月にユーゴスラビア共産主義者同盟臨時大会が開催され，複数政党制が承
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (505)63 
認される。スロベニアの代表の退場によって中断された同大会は 5月に再会
が目指されたが，クロアチア，マケドニアの代表も参加せず，全国「政党」
としての同盟は消滅してしまい，共和国ごとの同盟に分裂し，その多くは名
称を変更する。複数政党制のもとで無数の新政党が誕生する。 1990年には相
ついで各共和国で総選挙がおこなわれ， 民族主義的政党が多くの国で圧勝
し，旧共産主義者同盟は大敗北している。スロベニアは240議席中 36議席が
「民主改革党」（旧「共産主義者同盟」，以下同じ），クロアチアでは206議席
中73が「民主変革党」，ボスニア・ヘルツェゴビナでは240議席中14が「共産
主義者同盟・社会主義民主党」，マケドニアでは120議席31が「共産主義者同
盟・民主変革派」である。例外はセルビアとモンテネグロであり，セルビア
では250議席中「セルビア社会主義党」が194,モンテネグロでは 125議席中
「共産主義者同盟」が83である。要するに， 民族主義の高揚のなかで，「ス
ターリン・ブレジネフ型社会主義」の重要な要素である一党制が崩壊すると
ともに，「自主管理型社会主義」の看板のひとつであった連邦制も解体の淵
に立っている。労働者自主管理そのものも崩壊しつつあり，多くの共和国で
市場経済化が再資本主義化の方向で進行している。
アルバニアはもっとも遅れて 1990年の夏から「上からの」民主化が始ま
る。労働党中央委員会は12月に複数政党制を認める。 1991年6月には総選挙
が予定されている。
このような「東欧革命」は，きわめて複雑な性格をもっている。第一に，
それは「民族解放・自立革命」の性格をもっている。ソ連からの大国主義的
支配からの脱出である。ハンガリーの「1956年」が「反革命」から正当な
「民衆蜂起」として評価変えされたり，チェコスロバキアの「1968年」がソ
連を含む軍事干渉・侵略の当事国たちによって正式に謝罪されたり，ソ連軍
の撤退が始まったり，ワルシャワ条約機構が解体する，などの点にそのこと
が現われている。東欧諸国の社会主義革命の多くは，ソ連軍の占領・支配下
で「押しつけられた革命」という性格をもっており，ワルシャワ条約機構は
ソ連の大国主義的支配の道具でもあった。「東欧革命」は 1988年の「新ベオ
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グラード宣言」以来のソ連による「制限主権論」の実質的放棄によって加速
されたことは疑いえない。 ソ連大国主義の破綻である。 また，「東欧革命」
の「民族解放・自立革命」という性格は， 各国の対ソ連関係に限定されな
い。諸民族国家間のいっそう平等な関係の追求という側面がある。チェコと
スロバキアとの関係，ューゴスラビアにおける民族紛争にその例をみること
ができる。さらに，新しい従属関係の発生にも注意せざるをえない。東ドイ
ツはソ連から解放されたが，西ドイツに吸収合併された。それは例外として
も，多くの東欧諸国が「革命」の結果として，「西側」への従属を深めてい
ることは事実である。
「東欧革命」は第二に，「民主主義革命」という性格を共通に有している。
民主化が最大の課題のひとつである。そのさい追求される民主主義は，一言
でいえば，各国でおこなわれてきた「スターリン・プレジネフ型社会主義」
からの決別である。それは，イデオロギー面では，固定哲学としての「マル
クス・レーニン主義」からの解放，政治面では一党制から複数政党制への移
行，「自由選挙」の実施，経済面では脱国家化と「混合経済化」に象徴され
る。
「東欧革命」は第三に，「民衆革命」， 「下からの革命」という性格をもっ
ている。「東欧革命」はどの国でも「上からの改革」として始まりまた推移
した。しかしそれは結局は「民衆革命」・「下からの革命」に転化した。そし
て，そのようなものとして「東欧革命」となった。そのことは，改革が一党
制下での政権党による自発的な， あるいは強制された民主化措置から始ま
り，民衆の要求に押されて改革がしだいにエスカレート・深化し， 結局は
「革命」によってその政権党が少数野党に転落したり小与党にとどまること
になった，という推移に現われている。また，多くの国で，既成政党が新し
く支配的政党になるのではなく，さしあたっては「フォーラム型」の反共産
党・労働者党統一戦線が国民の多数の支持を得ることになった，という点に
も現われている。もっとも，将来はこの「フォーラム」も分化は避けられな
い。「連帯」の分裂がすでに始まっている。複数政党制政治の定着はまだま
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だ先のことである。
「東欧革命」は第四に， 「反社会主義・共産主義革命， 親資本主義革命」
の性格をもっている。この場合の「社会主義・共産主義」とは，自らの体験
としての「スターリン・ブレジネフ型社会主義」という特殊な型の「体制と
しての社会主義」である。それに反対する革命は，それ自体で直ちに「反革
命」ではない。しかし，この「特殊な型」の「社会主義」があらゆる「体制
としての社会主義」と混同・同一視される時，それに反対することは，客観
的には「反革命」に通じることになる。どのような「社会主義・共産主義」
に反対なのかが問題である。「資本主義」とは通常， 西欧の現代資本主義と
りわけ社会民主主義的形態をとった資本主義が念頭におかれており， しか
も，現実からかけ離れて一面的に美化された資本主義である。あるいは，社
会民主主義がまさに資本主義にほかならないことが自覚さてれいない。「隣
の芝生」の類である。今までの社会主義もそれなりに有している体制的優位
点はすべて「忘れ」られ，現代資本主義の本質的諸欠陥には「目を閉じて」い
るうえでの話である。しかし，この「親資本主義革命」という性格は強力で
あって，多くの諸国は再資本主義化の道をたどっている。この道が決して平
坦でないことは， さきにも触れた。しかし， ある程度の資本主義の追体験
は，東欧諸国のような場合，必要なのかも知れない。それが根本的に困難を
解決しないばかりか，新しい諸矛盾を発生させることを実感するとき，真の
社会主義への道がひらけてくる。その時，社会主義（の学説・運動・体制）
は「本物」になる，ともいえなくはない。
最後に，「東欧革命」がルーマニアを例外として，「平和革命」の性格をも
っていることも強調しておく必要がある。
第三段階のソ連ではペレストロイカが深化するにつれて諸困難が増大し，
ついには「ペレストロイカは終った」といわれるような事態も現出する。若
干の項目に整理してみよう。
民族問題がこの期間に激化する。 1987年にはカザフで暴動が発生したし，
1988年にはナゴルノ・カラバフ問題も生じた。しかし，それらは散発的なも
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のであった。 1989年からの民族問題はそれらと異なる。バルト 3国（リトワ
ニア，ラトビア，ェストニア）のソ連からの分離・独立の運動が急激に盛り
あがり，モルドワ（かつてのモルダビア）， グルジア， そしてアルメニアの
諸共和国をも捉える。それに刺激されて，ロシア共和国を含む他の共和国も
つぎつぎに「主権宣言」をおこない，ソ連の連邦制が崩壊の危機に陥入る。
これに対応するゴルバチョフ政権は，バルト 3国の独立宣言を無効として経
済制裁や武力行使というむきだしの大国主義でその徹回を迫る一方，新連邦
条約（「主権共和国連邦条約」）案を掲げて国民投票で連邦維持の賛否を問う
ことにした (1991年3月）。独立を求めている 6共和国はこの国民投票をボ
イコットした。国民投票の結果は連邦維持とでた（ソ連邦全体で投票率76
彩，うち連邦体制維持賛成77.3%,全有権者の約58%が賛成）が， 6共和国
の独立運動がこれで止むわけではない。新連邦条約は1991年中には正式に採
択されるであろうが，それによって連邦制の危機が解消するわけではない。
一党制の放棄と複数政党制への移行がこの期に実現する。ソ連共産党が特
権的な指導政党であることを規定した憲法第六条の規定が削除された (1990
年3月）。バルト 3国などでは連邦よりも早くそのことは決定されていたし，
事実上の複数政党制がそれ以前からおこなわれていた。共和国レベルと連邦
レベルの双方で，あらゆる種類の政党・政治勢力が誕生しつつある。連邦全
体としてはなおソ連共産党が最大•最強の政党であるがその力は低下しつづ
けており，独立志向の強い共和国や「改革」志向の強い大都市（モスクワ，
レニングラード，キエフなど）では，共産党はすでに少数与党か野党になっ
ている。
ソ連共産党の「改革」が進行している。 1990年7月の第28回党大会は新し
い綱領的宣言「人間的で民主的な社会主義をめざして」を採択し，新党規約
を決めた。党大会はゴルバチョフを書記長に再選し，新設された副書記長に
はイワシコを選んだ。第28回党大会に先行してロシア共産党が創設された
(1990年6月）ことも重要である。共和国レベルでの共産党の自主性が高ま
っている。ソ連共産党からの脱党者が相ついでおり，ソ連共産党内部の分化
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傾向も著しい。新しい党規約自体が事実上分派を容認する規定を含んでい
る。「スクーリン・プレジネフ型社会主義」の主要な担い手であったソ連共
産党がペレストロイカの推進者とならねばならないという矛盾の解決は容易
でない。現状では，ソ連共産党の権威は低下しつづけている。
新しい国家権力機構が創設され，機能しはじめている。 1989年春の，以前
にくらべて民主化された選挙で選ばれた代議員たちによって構成された，ソ
連邦の人民代議員大会および最高会議が，「議会」として機能している。以
前のソビエトにくらべて大きく様変りしている。重要法案の審議が実質的に
おこなわれ，政府にたいする「議会」のコントロールも効きはじめている。
「法治国家」が目指されている。共和国・地方レベルでも人民代議員大会や
最高会議が創設され， 1990年春におこなわれた初めての「自由選挙」では，
非共産党系代議員の進出が目立った。連邦制の危機と絡んで，連邦と共和国
の間での国家権力の「分割」が大問題となっている。このように国家的意思
決定機構の民主化，議会制民主主義化が進む一方で， 1990年には新しく大統
領制が導入された。大統領制は2月に提起され，慌ただしい憲法改正の結果
早くも 3月15日にゴルバチョフが初代大統領となる。さらに同年12月には大
統領権限のいっそうの強化をめざす国家・政府機構の大幅な再編が決定され
た。大統領直属の内閣の形成がその主要内容である。大統領制の緊急な導入
の背景には，複数政党制への移行の条件のもとでのソ連共産党の力の急速な
減退，および独立要求と共和国「主権宣言」に揺れる連邦制の危機，さらに
は経済改革の難航と経済危機の深刻化がある。大統領制の導入は．それらの
複合的危機に対処しうる強力な中央権力の確立を目指すものである。現に，
その実効性はともかく，「法的効力」をもつとされる大統領令が， 人民代議
員大会や最高会議の「頭越し」に乱発されている。大統領の「個人独裁」が
懸念されている。
経済改革が第二段階に入る。 1989年秋以降，経済改革関連諸法案が最高会
議に提出され， 1990年前半に採択される。所有法・土地法・賃貸借法・企業
法・租税法などである。経済改革の主要な内容が「市場経済化」におかれる
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ようになる。 1989年12月に最高会議はその基本構想を承認し，｝レイシコフ首
相は1990年5月に「調整（される）市場経済」への移行計画を提出した。そ
れはいったん政府に差し戻され，その後，別個につくられた「シャターリン
案」と政府案との確執・衝突の末，ょうやく「経済安定化と市場経済への移
行の基本方向」が10月に採択された。この間，「計画・市場経済」（第28回党
大会に向けての政綱草案）から「調整市場経済」（同大会で採択された「綱
領的宣言」および当初の政府案），「市場経済」（「基本方向」）へと，「計画経
済」が移行すべき新しい経済システムの概念も変遷する。経済改革の第二段
階の特徴は，経済メカニズムの改革についていっそう徹底した市場メカニズ
ムの導入が意図されていること，所有の脱国有化，プライバタイゼーション
（民有・民営化），非独占化によって所有•生産関係面での「混合経済化」
が目指されていることにみられる。 1989年から経済危機が深まる。物不足の
激化，インフレーションの進行，財政赤字の急膨張，マイナス成長，ヤミ経
済の膨張， 国際収支の悪化， 共和国・地方経済のアウタルキー化，食糧危
機，など。このような経済危機下での経済改革は容易でない。 「基本方向」
の具体化はこれからであり，実際には，当面の経済政策的措置と経済改革的
措置とが区別されない多くの大統領令によって，プラグマティックに事態が
処理されていくことになろう。
1991年に入って， 「ペレストロイカは終った」とか「ポスト・ペレストロ
イカの段階に入った」とかいわれる事態がソ連に生じている。 1991年1月に
バルト 3国での独立運動に対抗するソ連軍の軍事行動があり，少なからぬ犠
牲者がでた。それはゴルバチョフ大統領が「知らなかった」ではすまされな
ぃ，ソ連軍の誤った政治的行為であった。事件ははなはだ複雑であるが，こ
の事件の背後には，昨年から顕著になっていた軍部を含む「保守派」勢力の
伸長と「急進改革派」勢力の弱体化という力関係の変化があった。ペレスト
ロイカの難航がもたらした社会生活のすべての部面での規律のし緩，無政府
状態にたいして秩序回復の国民的要求が高まっていた。立場の相違を超え
て，「強い権力」が求められるようになっていた。そして， 実際に大統領制
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (511)69 
が導入され， その権限・制度が強化された。「保守派」と「急進改革派」と
のバランスの上に乗っていたゴルバチョフが，それまでの「急進改革派」寄
りの姿勢を改めて「保守派」寄りにシフトしたことは明らかである。シュワ
ルナーゼに代表されるペレストロイカ初期からのゴルバチョフの仲間が離れ
ていった。後任はより「保守」的な人びとによって補充された。だが，これ
をもって「ペレストロイカは終った」といえる，いうべきであろうか。そう
ではない。「保守派」とか「急進改革派」と呼ばれる勢力の事態に目を向け
る必要がある。「保守派」はけっして一律に反ペレストロイカ勢力ではない。
度しがたい「スターリン主義者」もいれば，科学的社会主義の立場を堅持し
ようとする誠実な人びともいる。後者の人びとは，本来的に「左翼」であっ
てけっして「右翼」ではない。他方， 「急進改革派」の多くは，かって，と
りわけ第28回党大会までは共産党員であった。彼らは本来的に科学的社会主
義者ではなくてかねてから社会民主主義者であったか，あるいは近年急速に
社会民主主義者になった人びとである。たとえば，彼らが集まっている「民
主ロシア」はそのような政治勢力である。本質的には「左翼」ではなくて
「右翼」である。 1990年の秋頃まで「急進改革派」はペレストロイカ推進勢
力としてゴルバチョフを助けてきた。彼らの功績を否定することはできな
い。しかし，ペレストロイカが「古いもの」の打破を中心とする時期から
「新しいもの」の創出に重点を移す時期に移行するにつれて，「急進改革派」
の無能カ・無責任と社会民主主義的傾向のマイナス面が顕著になる。そし
て，「東欧革命」の影響もあって，ペレストロイカが「社会主義刷新の道」
を歩むかそれとも「再資本主義化の道」を歩むかの岐路に立ったとき， 「急
進改革派」は基本的に後者の道を選択しているのである。ゴルバチョフとエ
リツィンとの政治的抗争があるが，この抗争は単なる個人的なライバル関係
ではない。連邦の立場とロシア共和国の立場の衝突だけでもない。両者の間
には，ソ連共産党と「民主ロシア」などの反共産党政治勢力の対立，科学的
社会主義の立場を擁護しようとする人びとと，科学的社会主義・共産主義の
学説と運動を放棄して社会民主主義に走ろうとする人びととの対立， 「社会
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主義的刷新の道」と「再資本主義化の道」の対立が横たわっている。バルト
3国やグルジア共和国などでは「東欧化」が進んでいる。ロシア共和国の最
高会議が採択する諸法律（たとえば共和国独自の「所有法」における私的所
有の無制限の許容）などにもその傾向がある。民族自決権を大国主義で圧殺
してはならないとはいえ，「再資本主義化」は無条件に肯定されるべきもの
ではない。ソ連全体をみれば，まだまだ「社会主義刷新の道」の可能性は残
されている。もともとペレストロイカの最大の課題は， 「スターリン・プレ
ジネフ型社会主義」の批判的克服であって「体制としての社会主義」の廃止
や共産主義の放棄ではない。したがって，ペレストロイカはまだ「終りよう
がない」のである。「終り」をいうのは， ペレストロイカを「再資本主義化
の道」と理解する立場をとることを必要とする。もとより，ゴルバチョフに
も「新しい思考」という「新しい誤り」の他にも，大国主義という「古くか
らの誤り」があり，プラグマティズムの幣もある。しかし，彼は「反動」に
はなりえないであろう。もし「反動」になるとすればそれは彼の政治的自殺
となる。その時には「ゴルバチョフ流」のペレストロイカは「終る」であろ
う。しかしペレストロイカの客観的課題は残る。そしてペレストロイカはそ
のようなゴルバチョフを乗り越えて進むことになるであろう。いずれにして
も，このような議論が必要となったことは，ソ連のペレストロイカが1991年
からもう一つ新しい段階に入ろうとしていることを示している， といえよ
う。
最後に，中国について簡単にでも触れておく必要がある。 1989年4月，天
安門広場での胡耀邦追悼の大規模デモに始まる中国学生の民主化運動は， 6 
月 4日戒厳令下の血の弾圧によって圧殺された。学生に共感を表明した趙紫
陽が失脚し，江沢民が党総書記になる。もともと郵小平は政治改革にはきわ
めて「慎重」であったが，この天安門事件以降，あらゆる政治改革がストッ
プし，逆に反動化が強まる。経済の分野では，基本的に「改革と開放」の路
線が継続している。かくして中国は，経済の分野では「スターリン・プレジ
ネフ型社会主義」からの脱却を試み，政治の分野ではそれを堅持しようとす
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (513)71 
る「自己分裂症状」を当面続けることになるであろう。
5. ペレストロイカおよび「東欧革命」の成果と困難
このように推移してきたペレストロイカと「東欧革命」は，どのような成
果をあげ，どのような困難に直面しているであろうか。ソ連でのペレストロ
イカを主として念頭において，社会生活の諸分野の改革の現状をみてみよ
う。ペレストロイカは二重の課題をもっている。第ーは「破壊」の課題であ
り，「スターリン・プレジネフ型社会主義」の諸欠陥を打破することである。
第二は「創造」の課題であり，「新しい型」の社会主義をつくりだすことで
ある。これらの課題に照らして，ペレストロイカの首尾はどのようなもので
あろうか。
意識改革。この分野での当面の成果は，グラースノスチの展開である。グ
ラースノスチは，単なる「情報公開」ではなく「言論の自由」を意味する。
検閲が廃止された。出版・上演を禁止されていた文学・映画・演劇が日の目
をみる。マスメディアも活発化し， 真実を報道するようになった。「マルク
ス・レーニン主義」が国定哲学の座から降され，その教条主義的解釈が批判
されるようになった。「意見のプルラリズム」が尊重されるようになった。
信教の自由が保障される。歴史の見直しがおこなわれ，空白が埋められる。
たとえば，粛清の実態， バルト 3国のソ連邦合併の真相， 「カチンの森」の
真実など。スターリン時代の無数の犠牲者たちが名誉回復された。プハーリ
ンなどの完全名誉回復にとどまらず， トロツキーさえも部分的には名誉回復
される。ハンガリーのナジも名誉回復され，チェコスロバキアのドプチェク
が復帰する。その逆に，ソ連・東欧の「スクーリン・プレジネフ時代」の指
導者たちの責任が追求されたり，党を除名される。こういった成果は，国民
の精神生活の解放をもたらしている。
他方で意識改革は多くの困難をつくりだしている。「マルクス・レーニン
主義」の権威が失墜するとともに，科学的社会主義そのものへの攻撃が強ま
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っている。スターリンの元にはレーニンがおり，レーニンの元にはマルクス
がいるという論法がまかり通ろうとしている。「スターリン・プレジネフ型
社会主義」と社会主義一般（学説・運動・体制）とが同一視されて，国民の
あいだに社会主義「拒否症」が広がっている。 10月革命や東欧における人民
民主主義革命，社会主義革命にたいする清算主義的な評価も影響力をもって
きている。当然ながら未来への確信が消失し，共産主義は「夢」として片づ
けられるようになっている。その一方で，資本主義にたいする根拠のない法
外な美化・「あこがれ」がまんえんしている。「宗教世界」への逃避が目立
っている。社会的規律・道徳の水準が低下し，犯罪が急増している。こうい
った諸困難は，多くの東欧諸国およびソ連の一部の共和国における再資本主
義化の心理的温床となっている。
政治改革。この分野での最大の成果は，政治的民主主義，議会制民主主義
の発展である。共産党・労働者党の「一党独裁」を保障していた憲法上の規
定が廃止されて，一党制が複数政党制へ移行した。「雨後の竹の子」のよう
に政党が生れている。共産党・労働者党内部の改革が進んでいる。腐敗幹部
の追放，複数候補者制による幹部の選挙，任期の設定，党名変更，綱領と規
約の改訂，機構改革・簡素化など，党内民主主義の前進がみられる。共産党
・労働者党が政権政党として国家機能を代行する思想と制度が崩壊しつつあ
る。国家権力の最高機関であるソビエト・議会が改組あるいは新設され，そ
れに大きな権限が与えられ，政権政党がすでに決定済みの方針を形式的に承
認するだけのセレモニー機関であることをやめている。政府にたいするソビ
エト・議会のコントロールが可能になっている。選挙制度が民主化され，自
由選挙がおこなわれるようになった。法治国家が追求されている。「警察国
家」が批判されている。地方自治が重視され， 共和国権限が強化されてい
る。分離。独立要求にまで高まる民族意識の高揚があり，すべての共和国で
「主権宣言」がおこなわれた。ソ連では新たに大統領制が導入され，強力な
中央権力が目指されている。
政治改革の進行は，他方で多くの困難を生みだしている。旧共産党・労働
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (515)73 
者党の権威失墜・弱体化・変質が生じている。多くの国で党員数が減少し，
分裂が進み，組織原則の点では民主集中制を放棄して分派形成を容認し，科
学的社会主義から離れて社会民主主義へ傾斜している。）レーマニアの場合
は，チャウシェスクとともに共産党が消滅してしまった。 自由選挙の結果
は，多くの東欧諸国およびソ連のいくつかの共和国や大都市で，旧共産党・
労働者党が，それなりの刷新の努力にもかかわらず，大方の予想さえ下まわ
る少数の支持しか得られていないことを示した。以前の「圧倒的支持」はフ
ィクションであったのである。明らかに旧共産党の多くは統治能力を失なっ
ており，その「立ち直り」は容易でない。他方，新しく政権の座についた反
共政党・政治勢力の統治能力も，今のところ，未知数である。早くも分裂が
始まっている。共産党の禁止を提案するような政権政党すらある。ソ連でも
東欧でも，基本的な政治闘争は，新旧の共産党と反共産党・政治勢力との間
に展開されている。この闘争は，発足したばかりの複数政党制のもとでは不
可避である。これはしかし，いわゆる政情不安をつくりだす。ソ連における
大統領制の導入は一種のボナパルティズムを狙ったものといえよう。それ
は，せっかく軌道に乗りだした議会制民主主義の発展を損なう恐れがある。
実際に，ソビエトの頭越しに多くの大統領令が出され，大統領直属の内閣に
よってそれが執行される体制になってきている。危機対策とはいえ，民主化
に逆行する制度「改革」である。ソ連ではまた，連邦制解体の危機が生れて
いる。 1989年の連邦離脱法の制定や1991年に予定される「主権共和国連邦条
約」によっても，分離・独立要求の諸共和国を連邦にとどめおくことは，結
局不可能であろう。ユーゴスラビアでも連邦解体が進行中であり，国家連合
の方向での収拾も模索されている。分離。独立といかないまでも，連邦と共
和国のあいだで権力の配分をめぐる「戦争」が発生しており，それが政治危
機や経済危機を加速・深刻化させている。権力闘争がさしあたっては反共政
党・政治勢力に有利に結着した東欧諸国と異なって，ソ連では今，「保守派」，
「中央派」， 「急進改革派」のあいだで， また大きくは「社会主義的選択」勢
力と「再資本主義化」勢力とのあいだで，激しい権力闘争が繰り広げられて
74(516) 第 36巻第 5 号
いる。連邦レベルではソ連共産党と「民主ロシア」が主役である，といえよ
ぅ。このように，政治改革は，ペレストロイカと「東欧改革」の主体勢力の
再編成にかかわる大きな諸困難，問題点を生みだしている。
経済改革。経済の分野での改革の成果と困難を指摘しようとするさい，経
済改革の目的をどうとらえるか，構想と実績とのずれをどうみるか，で評価
が分かれうる。ここでは，主としてソ連の場合を念頭におく。. . . 
生産力にかかわっての経済改革の目的が，生産効率，経済成長率，生活水
準のそれぞれの向上であるとすれば，この点での経済改革の成果は当面ゼロ
あるいはマイナスである。ただし，消費財生産やサービスが重視されるよう
になり，軍需生産のかなりの部分が民需生産に転換しつつあることなどは，. . . . . . . 
一応「成果」とみなすことができよう。経済ミカニズムとかかわっての経済
改革の目的が，従来の中央集権的・行政的・命令的・官僚的経済運営方式を
分権的・経済的・誘導的・民主的経済運営方式に転換することに，そして積
極的に市場メカニズムを導入することにあるとすれば，一定の成果があがっ
ている。国有企業法の制定によって企業の経済的自主性が大いに強化され
た。自主計画制，自己資金調達制，自己補填制，自主管理，完全ホズラスチ
ョト（経営計算制・独立採算制）といわれるものへの移行である。計画は指
令的であってはならないとされ，ゴスプラン（国家計画委員会）の権限や人
員も大幅に削減されている。わずかではあるが部門省の統廃合もおこなわれ
た。そして， 1989年秋から第二段階に入った経済改革は，構想の面で「市場
経済化」を推しすすめる。「経済安定化と市場経済への移行に関する基本方
向」の決定 (1990年10月）が最新の成果である。それに先だって，所有，土
地，賃貸借，企業，租税，地方経済などについての経済改革関連の一連の法
律が制定されている。これらは，まだきわめて不十分であるとはいえ，市場
経済への移行の法的条件整備である。「基本方向」はあくまで構想であって
実績ではないが，また法律の制定とその実現とは区別されねばならないが，
新しい経済メカニズムの構想がしだいに具体化されつつあることは確かであ
る。生産物市場だけでなく，資金（資本）市場，労働市場の創出も目指され
「体制としての社会主義」をどうとらえるか（下）（長砂） (517)75 . . . 
ている。生産関係とのかかわりでの経済改革の目的は， 「スターリン・ブレ
ジネフ時代」に急激な「社会主義の導入」• 国家化によってもたらされた，
現実の生産力水準および生産の社会化水準にふさわしくない所有•生産関係
を改めること，および，圧倒的な比重を占める国家的所有セクターにとくに
顕著になっていた社会主義的生産関係の否みを除去することである。この方
向でおこなわれようとしているのが， 脱国家化， フ゜ライバタイゼーション
（民有・民営化），非独占化である。これらはさきにあげた経済改革関連の法
律および「基本方向」の主要な柱となっている。経済改革の第一段階では国
家的所有の枠そのものには手をつけないで，その枠内で主として分権化と民
主化が目指されたのにたいして，第二段階では国家的所有を縮小・「解体」
し，集団的所有や私的所有に転換することが目指されている。その具体的な
形態としては，すでに東欧諸国でもおこなわれようとしている国有企業の賃
貸化，国有企業の株式会社化，国有財産の売却あるいは無償の払い下げが予
定されている。そのさい外資導入も期待されている。これは，国家的所有の
独占的支配を打破し，労働者に主人公意識をもたせ，企業を市場での競争に
より完全に適合できる商品生産者にすることを狙った措置である。残される
国家的所有についても，連邦的所有，共和国的所有，地方自治体的所有への
分化がおこなわれる。私的所有の復活をどの程度許容するかについては，た
とえば土地私有を認めるかどうかについてまだ明確に決定されていないが，
個人的私的営業だけでなく，資本家的私的企業の条件つき復活も多分実現す
ることになろう。すでにおこなわれている協同組合法によって設置されてい
る協同組合も，その実態は資本家的企業に近い。このように，近年の経済改
革は多様な所有・経営形態からなる「混合経済」へ移行することを志向して
いる。ここには，社会主義的生産関係を社会的所有（支配的な国家的所有と
補助的な協同組合的所有）の諸関係としてとらえてきた従来の見解からの大
きな転換がみられる。
経済改革の第二段階に入って顕著になっている「市場経済化」と「混合経
済化」を， 社会主義の前進とみるか後退とみるかは， 評価が分かれうる。
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かつては「市場から計画へ」であったのが「計画と市場」になり， さらに
「計画から市場へ」となっている。 また， かつては「ネップから社会主義
へ」，「多ウクラード経済から単一の社会主義経済へ」であったが， 「社会主
義から（新しい）ネップヘ」，「単一の社会主義経済から（新しい）多ウクラ
ード経済へ」となってきている。実は， この推移は「前進」でもあり 「後
退」でもある。急ぎすぎた「社会主義の導入」を是正して，現実の生産力水
準および生産の社会化水準にふさわしい生産諸関係と経済メカニズムをつく
りだそうとする現実主義的路線の選択という意味では， 「現存社会主義」に
とってそれは「前進」である。 また，「国家独占社会主義」とも呼ばれる今
までの法外な国家化と独占化の歪みを克服しようとする点でも，それは「前
進」である。しかし他方で，社会主義的生産関係とは本質的に社会的所有の
生産関係であり，あらゆる搾取を排するとする立場をとる限りは，私的所有
（しかも資本家的私的所有）および資本市場や労働市場の復活は， 文字通
り，部分的ではあれ資本主義復活を意味し，社会主義からの「後退」以外の
なにものでもない。 もしこれを「後退」とみなさないで，「計画経済」でも
「計画・市場経済」でもなく「市場経済」こそが社会主義に本来的な唯一の
経済メカニズムであるとするならば，また，社会的所有の単一支配ではなく
新しい「混合経済」・「多ウクラード経済」こそが社会主義に本来的な生産
関係であるとするならば，そのような「社会主義経済」がどのような方向に
発展するのか，という展望が見失なわれることになる。今日志向されている
ような「市場経済」や「混合経済」を，社会主義経済の完成態とみなすこと
はできない。 それは，「スターリン・プレジネフ型社会主義」の克服にかか
わって必要となった「後退」でしかありえない。そして，そのような「市場
経済」・「混合経済」から再出発して，より進んだ社会主義経済への道をた
どるかそれとも資本主義経済復活の道をたどるかという「二つの道」が客観
的には用意されているのである。長期のスクンスでとらえるならば，今度は
逆に，「市場経済」が新しい「計画・市場経済」あるいは「計画経済」へ，
そして「新しいネップ」が「新しい社会主義」へ移行するのが，歴史の合法
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則的な発展方向であろう。このように，「市場経済化」と「混合経済化」は，
一定の重要な条件つきで，経済改革の成果とみなすことができる。
経済改革の困難は，なによりもまず経済改革の進行につれて経済危機が深
化してきていることに現われている。経済改革は実質的には1988年から始ま
るが，その1988年後半からどんどん経済成長率が低下し， 1990年はマイナス
成長となり， 1991年にはさらに10%以上のマイナス成長が見込まれている。
店頭からほとんどの消費財が姿を消し，配給制が広範に導入されている。イ
ンフレが昂進し，低所得者層の生活を直撃している。消費財・サービスの固
定価格の大幅引上げが予定されている。財政赤字が急増し，それへの対策も
効果を発揮していない。失業が顕在化し，社会的格差が拡大している。ヤミ
経済が横行している。「食糧危機」が発生している。企業者および共和国間
の経済連関が寸断され，地域アウタルキー・現物経済化が生じている。対外
累積債務も増大している。 1980年代前半の「危機寸前の状況」は，経済に関
しては1985~87年の若干の改善のあと， 1988年後半からは正真正銘の危機に
陥入ってしまった。このような経済危機をもはや，今までの「スクーリン・
プレジネフ型社会主義」経済のせいにすることはできない。
今日の経経危機の主要な原因は，経済改革がひきおこした社会主義的経済
メカニズムおよび生産諸関係の混乱にある。経済メカニズムの混乱は，一方
における計画メカニズムの中途半端な解体，他方における市場メカニズムの
未確立にみられる。計画メカニズムの中途半端な解体は二重である。行政的
・命令的システムからの実質的脱却は，管理の上辺部分（各種国家委員会，
部門省）にとっても下辺部分（企業）にとっても容易でないということが一
つである。もう一つは，行政的・命令的システムが廃止されても依然として
客観的には必要である中央集権的，計画的なマクロ規制をどのように保持・
実現するかが明確になっていないということである。要するに，市業メカニ
ズムの導入に対応する新しい計画メカニズムが基本的に不在なのである。他
方で，市場メカニズムも，ょうやく「基本方向」がまさに基本的「構想」と
して採択されたという段階であって，実際には個々の要素が分散的に機能し
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ているにすぎない。たとえば市場メカニズムの担い手である企業の経営的自
主性は確かに拡大されたが，それはまだ，市場的インフラストラクチァーの
未整備という条件のもとでは，企業および労働集団の「エゴイズム」の発揚
の方向でしか機能していない。根拠ない自前の賃金引き上げ，生産物価格の
釣り上げ，利潤追求本位の生産物品目の選択，経済規律の低下（契約の不履
行），など。さらに，「市場経済化」の道筋や到達目標についても，「基本方
向」採択にもかかわらず，必ずしも明確な社会的合意が成立しているわけで
はない。市場メカニズムが定着しているわけではなく，市場万能論的立場か
らの市場メカニズムヘの過大な期待のもとで，その部分的要素が，さしあた
ってはネガティプな諸結果をもたらしつつ機能しているにすぎない。かくし
て，基本的には市場メカニズムも不在なのである。刷新されるべき計画メカ
ニズムの不在と創出されるべき市場メカニズムの未確立＝不在，このような
経済メカニズムの「空白」は経済危機をひきおこさないわけにはいかない。
生産諸関係の「混合経済化」も新しい混乱を生みだす。そもそも脱国有化
の規模，範囲，スビード，到達点について明確な計画があるわけではなく，
事態は自然成長的に進行している。 1991年に入ってようやく，連邦レベルで
の基本法の草案ができたというところである。賃貸企業，株式会社の数は増
えつつあるがまだ比重は低い。それぞれの形態がまた，問題点をかかえてい
る。賃貸企業は国有企業から集団所有的企業への過渡形態にすぎない。株式
会社は当面，混合的な集団所有的企業であるが，名実ともに集団所有的企業
になるか，形式的には集団的所有企業となっても実質的には国有企業と大差
ないものにとどまるか，実際には大きな幅がありうる。国有財産の売却や無
償払下げも，一部の人びと（外国資本家を含む）による人民財産の横領にな
りかねない。賃貸企業や株式会社で自動的に労働者が主人公になる保証があ
るわけではなく，新しい「資本・賃労働関係」が発生する可能性がある。そ
れに，多様な所有・経営形態の企業の出現は確かに国有企業の独占化を打破
し競争条件をつくりだす可能性をもってはいるが，それによって国有企業内
部の「伝統的」社会主義的生産関係の刷新が自動的にもたらされるわけでは
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ない。さらに，このような「混合経済」が一つの有機体として存在し発展す
る限りは，各構成要素の形式的平等を主張するにとどまっていることはでき
ず，それらの構成や「力関係」が変化するのは当然であって，その変化の方
向，その方向をリードするのは結局のところ私的所有か社会的所有か，が問
われざるをえなくなる。このような根本問題が未解決である限り， 「混合経
済」的生産諸関係は，経済危機をさしあたっては激化させるものとならざる
をえない。そして， そのような経済危機は， まさに「体制としての社会主
義」の危機と連動せざるをえないのである。このようにみてくると，ソ連の
危機は東欧諸国のそれと基本的には性格を同じくしていることがわかる。
外交改革。ペレストロイカの一部である「新思考」外交は，ゴルバチョフ
がノーベル平和賞を受賞するほどの「成果」をあげた。従来の「対決型」平
和共存政策からいわば「協調型」平和共存政策へ転換し，「脱イデオロギー」
外交が展開される。とりわけ対米関係の改善が重視され，米ソ首脳会談の積
み重ねは， マルタ会談 (1989年12月）で東西冷戦の「ヤルタ体制終結」を
「宣言」するほどになった。核軍縮については INF全廃条約が結ばれたし
(1987年12月）， 戦略核削減条約も調印された (1990年5月）。通常兵力の
削減・軍縮もたびたび提案され，一方的削減も実施している。対ヨーロッパ
関係では「ヨーロッパ共通の家」が提起され，欧州通常兵力での合意が成立
した (1990年10月）。アフガニスタン全面撤兵が完了した (1989年2月）。中
ソ関係が正常化された (1989年5月）。 1988年以降，「新ベオグラード宣言」
に始まる社会主義諸国にとっての「選択の自由」の承認は， 「東欧革命」の
引き金となりその平和的遂行を保障した。東西ドイツの統一とその NATO
加盟すら「実現」した。ワルシャワ条約機構の正式解体も間近である。ソ連
の大国主義・覇権主義は重大な破綻をきたしている。要するに対外関係にお
いてソ連は譲歩に譲歩を重ね， 結局は東欧諸国を「失ない」， アメリカと並
ぶ「超大国」の座から自ら降りることになったのである。以上のことは，少
なくとも「悪いこと」ではない。
しかし，このような「成果」は，多くの「犠牲」をともなっていることに
80(522) 第 36巻第 5 号
注意しなければならない。「対米協調」は無原則な「対米追随」 となってい
る。湾岸戦争へのソ連の対応がその好例である。アメリカ帝国主義はひきつ
づき「世界の憲兵」として行動しており，事実上唯一の「超大国」となっ
た。ソ連の核全廃・軍縮政策はきわめて不徹底であり，アメリカの許容範囲
内で展開されている。ワルシャワ条約機構は解消しても強大な NATOは残
っている。重大な破綻をきたしているソ連の大国主義・覇権主義も完全に清
算されてはいない（たとえば「新思考」の国際的押しつけ，バルト三国への
覇権主義的対応，など）。そしてなによりも，「全人類的価値優先論」をその
核心とする「新思考」は．世界各国人民の変革を目指す闘いを思想的に「武
装解除」する有害な役割を演じつつある。
このようにみてくると．ペレストロイカと「東欧革命」は多くの重大な未
解決問題を抱えており，その前途はきわめて不透明である。全体として．ゃ
はり「体制としての社会主義」の存亡が問われているのである。
結びに代えて
（「体制としての社会主義」に未来はあるか？）
くり返し述べてきたように，今までの「体制としての社会主義」は今日，
存亡の危機に陥入っている。それの，歴史的に特殊な型としての「スターリ
ン・プレジネフ型社会主義」の破産はすでに明らかである。今日の歴史的課
題は，「古い型」の「体制としての社会主義」が「新しい型」のそれへの刷
新に成功するか，それともそれにも失敗して資本主義への復帰の道をたどる
か，ということである。この歴史的課題にかかわる主要な三つの問題につい
てテーゼ風に述べて，本稿の結びに代えたい。一つの問題は，今までの「体
制としての社会主義」を歴史の発展段階としてどのように規定すべきか，で
ある。もう一つの問題は，今までの「体制としての社会主義」が抜本的に刷
新されるかそれとも再資本主義化の道を歩むかを決定する諸条件・要因はな
にか，ということである。さらにもう一つの問題は，高度に発達した資本主
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義の条件のもとで民主主義的変革を通じて社会主義革命にアプローチしよう
としている革命勢力にとって，「体制としての社会主義」の将来をどのよう
に展望できるか，ということである。. . 
第一の問題については．「広義の社会主義社会」の概念が必要とされるよ
うに思われる。今日まで，科学的社会主義の立場からは．マルクス（および
レーニン）の古典的命題に依拠して， 「社会主義（社会）」を， 「資本主義社
会」から「革命的転化の時期」＝「過渡期」を経てうちたてられる「共産主
義社会」の「低い段階」あるいは「第一段階」と規定してきた。そして，経
済的には生産手段の私的所有の廃止と社会的所有の支配・確立，政治的には
旧支配階級の諾止と後戻りできない形での労働者階級を中心とする勤労人民
による国家権力の掌握（「プロレタリアート執権」の基本課題の達成）をも
って，「資本主義から社会主義への過渡期」の完了と「社会主義社会」の成
立の主要なメルクマールとみなしてきた。そして，今までの大多数の「社会
主義国」はすでにこのような「社会主義社会」であるとされてきたのであ
る。しかし，今までの「体制としての社会主義」で現に生じている事態は，
このような「社会主義社会」概念がそのままでは妥当しないことを示してい
る。東欧の多くの国ではむしろ「社会主義から資本主義への過渡期」が進行
中であり，ソ連でも「新しいネップ」への後戻りへの傾向があり，今後の状
況いかんによっては東欧諸国の後を追う可能性もないわけではない。今日の
事態を，伝統的な「社会主義社会」概念の枠内で理解・説明することは不可
能である。 . . . 
われわれには，「広義の社会主義社会」の概念が新しく必要とされる。そ
れは，マルクス（およびレーニン）の「過渡期」の特徴と「社会主義社会」. . 
（これを「狭義の社会主義社会」と呼ぽう）の特徴とを兼ね備えた，「資本. .. 
主義社会から共産主義社会の高い段階（＝狭義の共産主義）へ」の「広義の
過渡期」であるといってもよい。このような「広義の社会主義社会」あるい
は「広義の過渡期」では，共産主義的展望をもった一直線的発展が自動的に
保証されているわけではなく，それを発展の基本方向としながらも，一時的
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なあるいは部分的な資本主義復活もありうるような発展段階である。その段
階では，社会生活のすべての領域においてプルラリズム（「複数イデオロギ
ー制」，複数政党制，複数所有制）が支配しており，諸要素間の「自由競争」
が保証されるが， 基本的矛盾したがって社会発展の原動力は， 「狭義の社会
主義社会」的諸要素と「過渡期」的諸要素との間にある，といえよう。
第二の問題については，つぎの諸条件が考えられる。① 「体制としての社
会主義」の特殊な型としての「スターリン・プレジネフ型社会主義」の歴史
的破産が明確に自覚される必要がある。そのことが，その後いずれの道を歩
むとしても再出発点となる。R「スクーリン・プレジネフ型社会主義」とあ
らゆる「体制としての社会主義」とを同一視するかしないか，前者と後者を
一括否認するかしないか，が重要な別れ道になる。同一視ししかも一括否認
すれば，再資本主義化の道を歩むことになり，同一視せずまた一括否認しな
いならば，社会主義的刷新の道を歩むことになる。⑧社会主義的刷新の道を
歩むとして，科学的社会主義の立場をとるかそれとも社会民主主義の立場を
とるかで，本質的な違いが生じる。前者の立場をとれば，市場経済化，混合
経済化，複数政党制下での科学的社会主義の党の野党化などは自己目的では
なくて，「狭義の社会主義社会」的諸要素を将来強化するための「後退」で
あり，その意味では手段である。後者の立場をとれば，それらは自己目的と
なり，実質的には再資本主義化の道に通じる。④社会主義的刷新の道が確実
に切り開かれるためには，科学的社会主義の党が抜本的に刷新され，かつて
のような形式的多数でなく実質的多数の国民の支持を獲得する力を，複数政
党制下で身につけなければならない。それが成功しなければ， 「社会主義か
ら資本主義へ」の逆行傾向は不可避である。④ 「体制としての社会主義」
は，なお残存している強力な資本主義体制との相互関係におかれている。っ
ぎの諸点が肝要である。「新思考」の根本的欠陥を克服すること， 無原則な
「西側」依存の姿勢をとらないこと， 根拠のない資本主義美化を改めるこ
と，大国主義・覇権主義の誤りを清算すること。 これらなしには， 「体制と
しての社会主義」の自立的発展は困難であり，また資本主義諸国の動労人民
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の支持・共感が得られないし，彼らの変革運動の足こそ引っ張れ，それを鼓
舞しはしない。
第三の問題について，「体制としての社会主義」の今後のグローバルな発
展は，二つの筋道を通って進むであろう。一つの道筋は今までの「体制とし
ての社会主義」が自己刷新によって「新しい型」を創造していく方向であ
り，もう一つの道筋は， 発達した資本主義諸国の革命的人民が，「古い型」
の「体制としての社会主義」の失敗から教訓を引き出しつつ， また，「新し
い型」のそれの創出過程を注目しつつ，独自の歴史的諸条件に規定された新
しい「体制としての社会主義」を目指す方向である。これら二つの道筋は，
相互作用しつつ，「体制としての社会主義」を拡大。発展させていくことに
なろう。資本主義と社会主義の将来の発展方向を両者の収敏に求めるのは俗
論である。資本主義は社会主義に成長・転化し，社会主義は社会主義として
発展し，共産主義が目指される。これが歴史の発展法則である。一時的な，
また個々の国におけるそれからの乖離や逆転も，歴史発展のこの大筋を変え
ることはできない。
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